
２０２２年度事業計画書 
 

 

Ⅰ 事業計画策定の基本方針 

 

国際経済交流財団は、グローバリゼーションの進行するなかで、日本と世界 

各国の相互理解を深めるための情報発信の重要性を認識し、国際フォーラムの

開催や、ジャパンスポットライトの発行を通じて、重要な国際経済の課題につい

ての情報発信を行ってきた。 

 

２０２１年度においては、パンデミックの行方が依然として懸念される中、米

中対立、民主主義陣営対権威主義的陣営の分断の危機、更には、ウクライナへの

ロシア軍の侵攻など地政学的リスクが大きく注目されている。このような背景

の下、米中対立の中での日本の経済外交の立ち位置、政治的対立がもたらすサプ

ライチェーン分断の危機による世界の貿易投資体制の建て直し、経済安全保障

の重要性の高まりに伴う新しい産業政策の構築など、様々な課題への解答が求

められている。 

２０２２年度には、このような課題へのソリューションを求めて、２０２１年

度末に立ち上げた３つの研究会「日米中関係の行方」、「ルール志向の国際経済シ

ステム形成」、「進化型産業政策」のとりまとめを行い、更なる議論の深化のため

に研究会を継続する。 

その際、最も重要なことは、米中対立のような地政学的混乱の中で、広い意味

で「ルールに基づく国際経済システム」を創り出し、日本のソフト・パワーの一

環として、世界に発信させていくかである。研究会のメンバーは、産・官・学の

有識者であり、こうした課題が、日本の経済・ビジネスに大きな影響を及ぼすこ

とを考えると、これに適切に対応するものと考えられる。 

これら研究会の成果を、研究会のメンバーである産・官・学の有識者と共に、

幣財団の情報発信を担ってきたフォーラム事業、ジャパンスポットライト発行

事業を通じて、積極的に発信していくこととする。 

 

また、このような課題について、解決の方向性を見出すうえで極めて重要な諸

外国有識者と我が国有識者とのインフォーマルな対話を促進することとし、か

つ人材育成を図る観点から、未来を担う若手の研究者、学生等の参加を求めつつ

国際経済交流事業を推進する。一方、当財団における財政状況は、極めて厳しい

状況になっていることから、最大限の効果が得られるように、事業の重点化や実

施方法の改善に努めていくこととする。 

 

 

Ⅱ 事 業 項 目 

 

１．研究会の開催－３つの課題についてソリューションを得る 

１）新しい日米中関係の行方 



米中対立の中での日本の主体的外交、安全保障のあり方を模索する。 

その成果を、年末にとりまとめが予想される「国家経済安全保障戦略」

に反映して頂くべく努力する。 

 

２）ルール志向の新しい国際経済システムの構築 

経済安全保障、人権、環境、デジタル化などの新しい課題に適応し、

また超大国のユニラテラリズムを抑止する「ルールに基づく新しい

国際経済システム」を模索する。その中でＷＴＯや地域ＦＴＡの役割

強化の在り方についても検討し、ソリューションを得る。 

 

３）進化型産業政策 

我が国をとりまく国際環境の厳しさに鑑み、経済的安全保障強化の

ための産業政策に加えて、国としての競争力強化や長期的に我が国

の経済安全保障の強化を図る上で重要なアジアワイドの産業政策の

あり方について検討し、ソリューションを得る。 

 

４）その他 

「ルール志向の国際経済システムの構築」及び「進化型産業政策」に

代わる新しいテーマの調査研究を、年に少なくとも２本ほど選び、進

めていく。また、２０２２年度は、６月にＥＲＩＡと協力して「アジ

アワイドの産業政策」について、アジアの研究者とも交流しつつ研

究・分析していく。 

   

 

２．経済関係国際交流事業 

    世界が直面する諸課題に関して、諸外国と日本の有識者の意見交換を

行うと共に、上記3つの研究会から出てくる解決提案を世界に発信するた

めに、「日欧フォーラム」、「日米フォーラム」、「日アジア太平洋フォーラ

ム」、「日・中・韓政策対話」、「地政学的リスクの分析及びそれへの対応」

シンポジウムを開催する。 

    フォーラム事業の対外的周知を図りつつ、より多くの人々に、本財団か

らのメッセージを共有して頂くために、予めパートナー機関及びパネリ

ストの了解を得て、可能な限りビデオ配信を行う。そのためのソフトを導

入する。 

 

 

３．日本産業貿易の海外広報事業 

    グローバルな経済、社会に関する正確な情報を基とした様々な有識者

の意見を迅速、的確に世界の有識者に提供するため、英文による海外向け

情報誌を発行し、諸外国と我が国との意見交流を促進し、上記３つの研究

会のテーマを中心としたグローバルな課題解決に向けて共通の理解を図

ることとする。 



    ジャパンスポットライト事業の周知のために、各号のカバーストーリ

ーのテーマについての座談会を毎回行うこととする。また、業務効率化の

ため翻訳ソフトを導入する。更に、時宜を捉えた重要な記事については、

雑誌の発表時期に関わらず、準備でき次第速やかに、ホームページに掲載

する。 

 

  


